
 13.　市　民　経　済　計　算

対 前 年 度 令 和 元 年 度

平成30年度 令和元年度 増加率（％） 構成比（％）

152,118 131,221 △ 13.7 100.0

2,410 2,430 0.8 1.9

2,359 2,378 0.8 1.8

18 18 0.0 0.0

33 34 3.0 0.0

72,828 51,386 △ 29.4 39.2

0 0 0.0 0.0

59,339 42,035 △ 29.2 32.0

13,489 9,351 △ 30.7 7.1

76,130 76,857 1.0 58.6

4,216 4,291 1.8 3.3

13,839 13,681 △ 1.1 10.4

2,678 2,740 2.3 2.1

17,016 17,131 0.7 13.1

6,207 6,543 5.4 5.0

2,485 2,300 △ 7.4 1.8

2,247 2,251 0.2 1.7

3,671 3,693 0.6 2.8

3,753 3,947 5.2 3.0

5,153 5,134 △ 0.4 3.9

9,739 10,136 4.1 7.7

5,126 5,010 △ 2.3 3.8

2,674 2,273 △ 15.0 1.7

1,924 1,725 △ 10.3 1.3

※平成３０年度の数値については、遡及改訂しています。 資料：新潟県市町村民経済計算

建 設 業

第 ２ 次 産 業

輸入品に課される税・関税

運 輸 ・ 郵 便 業

そ の 他 の サ ー ビ ス

製 造 業

情 報 通 信 業

専 門 ・ 科 学 技 術 、
業 務 支 援 サ ー ビ ス 業

公 務

（ 控 除 ）
総資本形成に係る消費税

教 育

宿 泊・飲 食 サ ービ ス
業

保 健 衛 生 ・ 社 会 事 業

不 動 産 業

金 融 ・ 保 険 業

１３-１　産業別市内総生産

区　　　　　分

総　　　　　　　額

第 １ 次 産 業

実　　額　　（百万円）

水 産 業

林 業

卸 売 ・ 小 売 業

鉱 業

農 業

第 ３ 次 産 業

電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 料
・ 廃 棄 物 処 理 業
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１３-２　市民所得（分配）

対 前 年 度 令和元年度

平成30年度 令和元年度 増加率（％） 構成比（％）

120,004 109,581 △ 8.7 100.0

75,781 75,846 0.1 69.2

6,778 6,546 △ 3.4 6.0

△ 123 △ 86 △ 30.1 △ 0.1

6,797 6,534 △ 3.9 6.0

104 98 △ 5.8 0.09

37,445 27,189 △ 27.4 24.8

27,008 16,776 △ 37.9 15.3

△ 192 △ 262 36.5 △ 0.2

10,629 10,675 0.4 9.7

3,015 2,782 △ 7.7 －

4,080 4,079 △ 0.0 －

資料：新潟県市町村民経済計算

対県民所得 対国民所得

　　市民所得（見附市）県民所得 国民所得 （％） （％）

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） Ａ／Ｂ Ａ／Ｃ

2,699 2,835 3,090 95.2 87.3

2,710 2,896 3,091 93.6 87.7

2,935 2,955 3,163 99.3 92.8

3,015 2,986 3,182 101.0 94.8

2,782 2,957 3,181 94.1 87.5

資料：新潟県市町村民経済計算

一人当たりの所得の比較

実　　額　　(百万円）

財 産 所 得

区　　　　　分

対 家 計 民 間 非 営 利 団 体

一 般 政 府

総　　　　　　額

雇 用 者 報 酬

家 計

企 業 所 得

公 的 企 業

個 人 企 業

（参考）

一人当 たり 市民 所 得 （ 千 円 ）

民 間 法 人 企 業

※平成30年度以前の数値については、遡及改訂しています。

30

雇用者一人当たり雇用者報酬（千円）

年　　　度

１３-３　一人当たり所得

29

※平成30年度の数値については、遡及改訂しています。

令和元年度

28

実　　　　　績（千円）

平成27年度

2,400
2,500
2,600
2,700
2,800
2,900
3,000
3,100
3,200
3,300

平成27年度 28 29 30 令和元年度

市民所得（見附市） 県民所得 国民所得
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市 民 経 済 計 算 の 概 念

―市民経済計算の生産と分配の相互関係―

１　市民経済計算とは
 市民経済計算とは、市という行政区域を単位として、一年度間に経済活動によって
生み出された付加価値を貨幣価値で評価したものです。
　経済活動によって生み出された付加価値は、その生産に参加した人や企業などに分
配され、分配された所得は消費や投資として支出され、さらに生産を呼び起こします。　
このように経済活動は生産、分配、支出という循環を繰り返していますが、これらは

市内純生産
（要素費用表示）

: 市民経済計算で表章した部分

1

同一の付加価値を異なる面からとらえたものであり、概念上一致するものです。(三
面等価の原則）
　市民経済計算では、資料上の制約から、生産、分配、支出のうち、生産と分配の二

固定資
本減耗

面のみ推計しています。生産と分配の関係を図示すると次のとおりです。

生産・輸入品に課される税、(控除)補助金

市内総生産

市内純生産
（市場価格表示）

中間投入額

企業所得5

市外からの所得（純）

3

市 民 純 生 産

市民所得(分配)

市 内 産 出 額

市 内 総 生 産
（市場価格表示）

市 内 純 生 産
（市場価格表示）

2

4

２　市民経済計算の生産と分配の概念及び内容
　（１）内概念と民概念

したもので、雇用者報酬、財産所得、企業所得から構成されます。

雇用者報酬
財産
所得

握するもので、市町村民所得（分配）は民概念で推計されます。
  民概念は、市町村の居住者が生み出した付加価値をその生産活動の地域を問わず把

　内概念は、市という行政区域内で生み出された付加価値を、その生産に携わった者

　（２）市内総生産
　一年度間に市内の各経済部門の生産活動によって新たに生み出された付加価値を、
産業、政府サービス生産者、対家計民間非営利サービス生産者の経済主体別に示した

　（３）市民所得（分配）
　生産活動によって新たに生み出された付加価値が、その生産活動に労働、資本等の
生産要素を提供した市内の居住者（法人も含む。）にどのように分配されるかを把握

の所得水準を表すものではありません。

　市民経済計算では内概念（属地主義）と民概念（属人主義）の二つの概念があり
ます。

かに、民間法人企業所得、公的企業所得、一般政府の財産所得などが含まれているこ
とから、一人当たり市民所得は、市全体の経済水準を表す一つの指標であって、個人

　市民所得（分配）には、個人に分配される所得（雇用者報酬、財産所得など）のほ

もので、算出額から中間投入を控除したものにあたります。

の移住地を問わず把握するものであり、市民総生産は内概念で推計されます。

　　ィ　一人当たり雇用者報酬＝雇用者報酬÷雇用者数（市民ベース）

　　　統計表中の関連指標は次により算出したものです。
　（４）関連指標

　（５）一人当たり市民所得

　　ァ　一人当たり市民所得＝市民所得（分配）÷市の総人口
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